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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称 株式会社シー・エス・物流

株式会社なのはなハウジング
株式会社シー・エス・ホーム
株式会社シー・エス・マテリアル
株式会社シー・エス・リアルエステート
株式会社シー・エス・不動産リース
株式会社シー・エス・ビルド
サンヨー建設株式会社

当連結会計年度において、サンヨー建設株式会社は株式を取得し連結子会社化したた
め、連結の範囲に含めております。CSL CAD VIETNAM COMPANY LIMITEDは株式
譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称 協同組合シー・エス・コープ

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いためであります。

（2）持分法の適用に関する事項
主要な非連結子会社の名称 協同組合シー・エス・コープ

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽
微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま
す。
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（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
デリバティブ 時価法
棚卸資産
製品及び仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
原材料 主に月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品 最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７〜50年
機械装置及び運搬具 ４〜15年
賃貸不動産 7〜34年

無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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リース資産 所有権移転ファイナンス・リースに係るリース資産は、自
己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法に
より、所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資
産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基
づき当連結会計年度の負担額を計上しております。

完成工事補償引当金 完成工事等に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実
績に基づく将来の補償見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連
結会計年度末の要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。
⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な
履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。
プレカット事業においては、顧客との契約に基づいてプレカット製品を引き渡す履行

義務を負っております。当該履行義務については、製品を引き渡す一時点において、顧
客が製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、当該引渡時点において収益を認
識しております。
建築請負事業及びその他事業における戸建住宅・一般建築物の工事契約については、

顧客との合意に基づいて取引価格を決定し、主に長期の建築工事を行う履行義務を負っ
ております。当該履行義務については、一定の期間にわたり充足されると判断し、履行
義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
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進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原
価の総額に占める割合に基づいて行っております。
また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義

務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履
行義務について原価回収基準により収益を認識しております。
さらに、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点ま

での期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり
収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
その他事業における不動産売買契約については、顧客との不動産売買契約に基づいて

当該物件を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務については、当該物件を
引き渡す一時点において、顧客が当該物件に対する支配を獲得して充足されると判断
し、当該引渡時点において収益を認識しております。
なお、不動産賃貸事業における賃貸借契約については、リース取引に関する会計基準

に従い、賃貸借契約期間にわたって収益を認識しております。
⑥ のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、10年間で均等償却しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
（1）繰延税金資産の回収可能性

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 130,871 千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
（見積りの算出方法）

当社グループは、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性があると判断した将来
減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。収益力に基づく将来の課税所得
の見積りは、取締役会で承認された年次の事業計画及び中期経営計画を基礎としておりま
す。

（見積りの算出に用いた主要な仮定）
プレカット・建築請負・その他事業における事業計画の主要な仮定は、受注・出荷・完

工棟数及び販売戸数等の予測に基づいており、中期経営計画以降の成長については、新設
住宅着工戸数などの市場見通しを考慮しております。
不動産賃貸事業については、新たな収益物件購入計画を含む取締役会で承認された年次

の事業計画及び中期経営計画を基礎としております。
（翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響）

当社グル−プが属する住宅関連業界では、消費者の価値観、ニーズの多様化が進む中、
資材価格の高騰、大工職人の不足等による住宅建築価格の上昇傾向等もあり、消費者の建
築・購入マインドの低下が懸念されるため、これらが当社グループの事業に大きく影響す
る可能性があります。
これら将来の不確実な経済条件の変動や税制改正等により見積りの算出に用いた仮定の

見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する繰延税金資
産及び法人税等調整額の金額に重要な影響が及ぶ可能性があります。
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（2）固定資産の減損損失
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 12,300 千円
有形固定資産 19,998,350 千円
無形固定資産 242,349 千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
（見積りの算出方法）

当社グループは、プレカット・建築請負・その他事業については事業単位に、不動産賃
貸事業及び遊休資産については物件単位毎にグルーピングし、減損損失の判定を行ってお
ります。減損の判定は、資産グループに減損の兆候がある場合、当該資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価
格を下回った資産グループについては、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として計上いたします。回収可能価額は正味売却価額又は使用価値（将来キャッシュ・フ
ローの割引現在価値）のいずれか高い方により測定いたします。その結果、当連結会計年
度においては、千葉県八街市朝日の遊休資産について減損損失を計上いたしました。

（見積りの算出に用いた主要な仮定）
減損損失の認識及び測定に当たって用いる割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会

の承認を得た事業計画及び中期経営計画の前提となった数値を基礎としております。
プレカット・建築請負・その他事業における事業計画の主要な仮定は、受注・出荷・完

工棟数及び販売戸数等の予測に基づいており、中期経営計画以降の成長については、新設
住宅着工戸数などの市場見通しを考慮しております。
不動産賃貸事業については、新たな収益物件購入計画を含む取締役会で承認された年次

の事業計画及び中期経営計画を基礎としております。
（翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響）

当社グル−プが属する住宅関連業界では、消費者の価値観、ニーズの多様化が進む中、
資材価格の高騰、大工職人の不足等による住宅建築価格の上昇傾向等もあり、消費者の建
築・購入マインドの低下が懸念されるため、これらが当社グループの事業に大きく影響す
る可能性があります。
これら将来の不確実な経済条件の変動等により見積りの算出に用いた仮定の見直しが必

要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失が発生する可能性があ
ります。
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（3）一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益における工事原価総額の見積り
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
売上高(一定の期間にわたり認識される収益) 5,544,301 千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
（見積りの算出方法）

建築請負事業及びその他事業における戸建住宅・一般建築物の工事契約については、顧
客との合意に基づいて取引価格を決定し、主に長期の建築工事を行う履行義務を負ってお
ります。当該履行義務については、一定の期間にわたり充足されると判断し、履行義務の
充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末
日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行って
おります。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該
履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の
充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される
履行義務について原価回収基準により収益を認識しております。

（見積りの算出に用いた主要な仮定）
収益認識の基礎となる工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用して見積りを行

っております。工事は基本的な仕様や作業内容が顧客の指図に基づいて行われることから
工事契約ごとの個別性が強く、工事原価総額の見積りにあたっては工事に対する専門的な
知識や経験を有する所管部署による一定の仮定と判断が必要であり、不確実性を伴うもの
となります。

（翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響）
工事の進捗に伴い、仕様の変更、追加工事の発生、資材価格や外注費等の変動により見

積りの算出に用いた仮定の見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に
影響を与える可能性があります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
販売用不動産 137,795 千円
建物及び構築物 48,630
土地 120,770
賃貸不動産 11,698,287
差入保証金（投資その他の資産） 11,419

② 上記に対応する債務
支払手形及び買掛金 52,416 千円
電子記録債務 137,532
短期借入金 305,000
１年内返済予定の長期借入金 705,241
１年内償還予定の社債 10,000
長期借入金 8,955,736

（2）有形固定資産の減価償却累計額 3,814,849 千円
（3）受取手形裏書譲渡高 213,302 千円
（4）期末日満期手形等

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお
ります。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形
を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

電子記録債務 14,978 千円
電子記録債権裏書譲渡高 21,369
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加数 当連結会計年度減少数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 ( 株 ) 1,850,100 − − 1,850,100

（2）自己株式に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加数 当連結会計年度減少数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 ( 株 ) 329 − − 329

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

株式の種類 普通株式
配当金の総額 147,981 千円
１株当たり配当額 80 円
配当の原資 利益剰余金
基準日 2025 年 ５ 月 31 日
効力発生日 2025 年 ８ 月 29 日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2026年７月15日開催の取締役会決議による配当に関する事項

株式の種類 普通株式
配当金の総額 147,981 千円
１株当たり配当額 80 円
配当の原資 利益剰余金
基準日 2026 年 ５ 月 31 日
効力発生日 2026 年 ８ 月 27 日
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５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に材木の加工販売事業を行うための設備投資計画、賃貸不動産の取

得計画及び販売用不動産の購入計画等に照らして、必要な資金は主に銀行借入及び社債に
より調達しております。
一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に

より調達しております。
デリバティブは、金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に取引先企業の株式、投資信託及び満期保有目的の債券であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。
長期預金には満期日変更特約付定期預金(コーラブル預金)が含まれております。
営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、ほぼ４ヵ月以内の支払期日

であります。
借入金、社債、支払委託に係る長期未払金並びにファイナンス・リース取引に係るリー

ス債務は、主に材木の加工販売事業を行うための設備投資、賃貸不動産の取得及び販売用
不動産の購入等に必要な資金並びに運転資金の調達を目的としたものであります。
借入金につきましては、市場の動向により、変動金利と固定金利のバランスを考慮して

決定しており、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワッ
プ取引）を利用してヘッジしております。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した金利スワップ取引であります。
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③ 金融商品に係るリスク管理体制
ア．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、債権管理に関する規程に従い、顧客ごとに与信管理を行い、各
事業部における営業部門及び管理部門が主要な顧客の状況を定期的にモニタリングし、
顧客ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の規程に準じて、同様の
管理を行っております。
満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅

少であります。
デリバティブ取引の利用につきましては、信用リスクを極力回避するため、高い信用

格付けを有する銀行とのみ取引を行っております。
イ．市場リスクの管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を
利用しております。投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の
財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた金利変動リスクに関する

リスク管理方針に基づき経理部が取引を行い、経理部において記帳及び契約先と残高照
合等を行っております。月次の取引実績は、経理部所管の役員に報告しております。

ウ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社は、各部門からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性を連結売上高の１ヵ月分相当に維持することなどにより、流動性リス
クを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1)投資有価証券
満期保有目的の債券 40,000 36,524 △3,476
その他有価証券 362,643 362,643 −

(2)長期預金 100,000 90,974 △9,025
資産計 502,643 490,141 △12,501

(1)社債 360,000 361,756 1,756
(2)長期借入金 9,970,315 9,722,478 △247,836
(3)長期未払金 105,284 102,628 △2,655
(4)リース債務 456,545 436,661 △19,884

負債計 10,892,145 10,623,525 △268,620
デリバティブ取引 （注）2 4,554 4,554 −

（注）1．「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入
金」「未払金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳
簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。

2．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については、（ ）で示しております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場
価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。
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① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 297,138 − − 297,138
その他 − 65,504 − 65,504

デリバティブ取引
金利関連 − 4,554 − 4,554

資産計 297,138 70,059 − 367,197

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
満期保有目的の債券
国債・地方債等 − 36,524 − 36,524

長期預金 − 90,974 − 90,974
資産計 − 127,498 − 127,498

社債 − 361,756 − 361,756
長期借入金 − 9,722,478 − 9,722,478
長期未払金 − 102,628 − 102,628
リース債務 − 436,661 − 436,661

負債計 − 10,623,525 − 10,623,525
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。満期保有目的の債券は取引先金融機関から提示された価格等に
基づき算定しており、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類してお
ります。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買い戻し請求に関して市
場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には、基準価額を時価とし、レベル
２の時価に分類しております。
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デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レ

ベル２の時価に分類しております。
長期預金
長期預金の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の

時価に分類しております。
社債、長期借入金、長期未払金、並びにリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の連結子会社では、首都圏において、賃貸用の保育所や工場、住居（土地を

含む。）を有しております。
2026年５月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は708,986千円（主な賃貸収

益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）、減損損失は12,300千円（特別損失に計
上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりで

あります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
時価

期首残高 期中増減額 期末残高
14,644,709 3,386,284 18,030,993 18,365,624

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２．期中増減額のうち、主な増加は、不動産の取得（3,753,554千円）、主な減少は、減価償却費
（342,772千円）、減損損失（12,300千円）であります。

３．期末の時価は、主として固定資産税評価額等の指標を用いて合理的に算定したものであります。
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７．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント その他

(注)１ 合計
プレカット 建築請負 不動産賃貸 計

一時点で移転される財
及びサービス 13,242,906 66,953 − 13,309,859 184,679 13,494,539
一定の期間にわたり移転
される財及びサービス − 5,521,888 − 5,521,888 22,413 5,544,301

顧客との契約から生じる収益 13,242,906 5,588,842 − 18,831,748 207,092 19,038,841
その他の収益 (注)２ − − 1,343,086 1,343,086 − 1,343,086
外部顧客への売上高 13,242,906 5,588,842 1,343,086 20,174,835 207,092 20,381,927
（注）１．「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産販売事業を含んでおり

ます。
２．その他の収益には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等が含ま

れております。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本とな

る重要な事項に関する注記等 （３）会計方針に関する事項 ⑤ 重要な収益及び費用の
計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,402,416
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,095,251
契約資産（期首残高） 873,177
契約資産（期末残高） 745,749
契約負債（期首残高） 117,781
契約負債（期末残高） 126,905
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（注）１．連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「受取手形、売掛金及び契約
資産」に含まれており、契約負債は流動負債「その他」に含まれております。

２．契約資産は、主に、建築請負事業及びその他事業における顧客との工事契約について、履行義務の充
足に係る進捗度に基づいて認識した未請求の対価に対する当社グループの権利に関するものでありま
す。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件（すなわち、対価に対する法的な請求
権）となる完成・引渡し時において、顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該工事に
関する対価は、契約条件に従い、請求し、受領しております。

３．契約負債は、主に、プレカット事業における顧客との売買契約について、契約条件に基づき、顧客か
ら受け取った前受金に関するもの、また、建築請負事業及びその他事業における顧客との工事契約に
ついて、契約条件に基づき、顧客から受け取った未成工事受入金に関するものであります。契約負債
は、収益の認識に伴い取り崩されます。

４．当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、117,781
千円であります。また、当連結会計年度において、契約資産が127,428千円減少した主な理由は、収
益認識による増加を上回る債権への振替による減少があったことによります。また、当連結会計年度
において、契約負債が9,123千円増加した主な理由は、収益認識による減少を上回る顧客からの対価
受領による増加があったことによります。

５．過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、取
引価格の変動）の額に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される

契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し
ております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重
要な金額はありません。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 6,424円23銭
１株当たり当期純利益金額 374円69銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の
債券

償却原価法（定額法）

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のな
い株式等以外
のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のな
い株式等

移動平均法による原価法

②デリバティブ 時価法
③棚卸資産

製 品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

原材料 主に月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品 最終仕入原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10〜32年
構築物 10〜50年
機械装置 ７〜15年
賃貸不動産 15〜34年
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②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産 所有権移転ファイナンス・リースに係るリース資産は、自己所有の
固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により、所有権移転
外ファイナンス・リースに係るリース資産は、リース期間を耐用年
数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金 完成工事等に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績に基づ
く将来の補償見込額を計上しております。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末
の要支給額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。
プレカット事業においては、顧客との契約に基づいてプレカット製品を引き渡す履行義務

を負っております。当該履行義務については、製品を引き渡す一時点において、顧客が製品
に対する支配を獲得して充足されると判断し、当該引渡時点において収益を認識しておりま
す。
建築請負事業における戸建住宅・一般建築物の工事契約については、顧客との合意に基づ

いて取引価格を決定し、主に長期の建築工事を行う履行義務を負っております。当該履行義
務については、一定の期間にわたり充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基
づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原
価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。
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また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を
充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進
捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務につい
て原価回収基準により収益を認識しております。
さらに、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの

期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認
識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
なお、不動産賃貸事業における賃貸借契約については、リース取引に関する会計基準に従

い、賃貸借契約期間にわたって収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
（1）繰延税金資産の回収可能性

①当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 10,824 千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表の会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を

省略しております。

（2）固定資産の減損損失
①当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 12,300 千円
有形固定資産 13,607,075 千円
無形固定資産 137,989 千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表の会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を

省略しております。
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（3）一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益における工事原価総額の見積り
①当事業年度の計算書類に計上した金額
売上高(一定の期間にわたり認識される収益) 836,868 千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表の会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を

省略しております。

３．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

①担保に供している資産
賃貸不動産 5,836,743 千円
投資その他の資産の「その他」 11,419

②上記に対応する債務
電子記録債務 137,532 千円
買掛金 52,416
１年内返済予定の長期借入金 277,055
長期借入金 4,670,524

（2）有形固定資産に係る減価償却累計額 3,128,238 千円
（3）受取手形及び電子記録債権裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 12,238 千円
電子記録債権裏書譲渡高 182,319

（4）期末日満期手形等
期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満
期日に決済が行われたものとして処理しております。

電子記録債務 14,978 千円
電子記録債権裏書譲渡高 19,756
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（5）保証債務
関係会社のリース債務及び金融機関からの借入に対し、保証を行っております。

株式会社シー・エス・物流 434,331 千円
株式会社なのはなハウジング 14,972
株式会社シー・エス・マテリアル 155,124
株式会社シー・エス・不動産リース 2,281,502

（6）関係会社に対する金銭債権債務
①関係会社に対する金銭債権

売掛金 186,524 千円
未収入金 23,878
流動資産の「その他」 422,555
長期貸付金 35,465

②関係会社に対する金銭債務
電子記録債務 195,595 千円
買掛金 145,771
未払金 50,402

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①営業取引

売上高 1,090,432 千円
営業費用 2,108,162

②営業取引以外の取引
営業外取引(収入分) 129,253 千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加数 当事業年度減少数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 ( 株 ) 329 − − 329
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（繰延税金資産）

貸倒引当金 5,713 千円
退職給付引当金 47,658
役員退職慰労引当金 51,904
未払事業税 5,895
減損損失 51,205
合併に伴う未実現利益修正損 15,140
その他 19,441
繰延税金資産小計 196,958
評価性引当額 △122,278
繰延税金資産合計 74,679

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △63,339 千円
その他 △516
繰延税金負債合計 △63,855

繰延税金資産純額 10,824 千円
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7．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

属性 名称 議決権等の
所有割合

関係内容
取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の

兼任
事業上の
関係

子会社 ㈱シー･エス･物流 直接
100.0％

兼任
３人

製品等の
配送委託

製品の配送
運賃支払 1,079,972 未払金 39,637

原材料の引取
運賃支払 885 買掛金 74

不動産賃
貸借

工場家賃の
支払 6,000 未払金 550

経営指導 経営指導料の
受取 10,800 未収入金 1,980

業務受託 給与計算その
他の管理業務 2,400 未収入金 440

債務保証 債務の保証 434,331 − −

子会社 ㈱なのはなハウジング 直接
100.0％

兼任
３人

建物建材
の販売

建物建材の
販売 520,366 売掛金 90,485

修繕工事
の発注

修繕工事の
発注 14,156 未払金 8,345

経営指導 経営指導料の
受取 21,600 未収入金 3,960

業務受託 給与計算その
他の管理業務 1,560 未収入金 286

保証債務 債務の保証 14,972 − −

子会社 ㈱シー･エス･ホーム 直接55.0％
間接45.0％

兼任
３人

建物建材
の販売

建物建材の
販売 438,666 売掛金 96,038

建築工事
の受注

建築工事の
受注 123,307 − −

修繕工事
の発注

修繕工事の
発注 229 − −

不動産賃
貸借

事業所家賃の
受取 5,400 未収入金 990

経営指導 経営指導料の
受取 14,400 未収入金 2,640

業務受託 給与計算その
他の管理業務 1,560 未収入金 286



― 24 ―

属性 名称 議決権等の
所有割合

関係内容
取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の

兼任
事業上の
関係

子会社 ㈱シー･エス･マテリアル 直接
100.0％

兼任
３人

建材材料
の販売

建材材料の
販売 6,885 売掛金 −

建材材料
の仕入

建材材料の
仕入 960,346 電子記録債務 195,595

買掛金 78,069

経営指導 経営指導料の
受取 13,200 未収入金 2,420

業務受託 給与計算その
他の管理業務 1,200 未収入金 220

債務保証 債務の保証 155,124 − −

子会社 ㈱シー･エス･リアルエステート 直接
100.0％

兼任
３人

資金貸付
資金の返済 55,000

− −
利息の受取 162

不動産賃
貸借

事業所家賃の
受取 1,200 未収入金 220

業務受託 給与計算その
他の管理業務 600 未収入金 110

子会社 ㈱シー･エス･不動産リース 直接
100.0％

兼任
３人

資金貸付
資金の貸付 420,050 短期貸付金

(流動資産その他) 422,246

長期貸付金 35,465資金の返済 1,098
利息の受取 2,113 未収入金 1,346

業務受託 給与計算その
他の管理業務 1,800 未収入金 495

債務保証 債務の保証 2,281,502 − −

子会社 ㈱シー･エス･ビルド 直接
100.0％

兼任
３人

建物建材
の販売

建物建材の
販売 7 − −

業務受託 給与計算その
他の管理業務 840 未収入金 154

子会社 CSL CAD VIETNAM
COMPANY LIMITED

直接
100.0％ − 設計委託 設計料の支払 37,881 − −

子会社 (協組)シー･エス･コープ 直接8.9％
間接91.1％

兼任
１人 共同購買 共同購買 7,706 未払金 1,597
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（注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２. 製品等の配送運賃、建物建材及び建材材料の取引価格、建築工事及び修繕工事の発注価格、共同購買
の発注価格については、市場価格に基づき交渉の上決定しております。

３. 資金貸付については、市場金利を勘案して利息を決定しております。
４. 不動産の賃貸借取引については、近隣の取引実勢を勘案して決定しております。
５. 経営指導料及び業務受託収入については、業務の内容を勘案して決定しております。
６. 債務保証は、子会社のリース債務及び金融機関からの借入に対して債務保証しているものであります。

なお、保証料の受取りは行っておりません。
７. CSL CAD VIETNAM COMPANY LIMITEDは株式譲渡したため、当事業年度末時点では関連当事者

ではありません。そのため、取引金額は関連当事者であった期間の金額を記載しております。

8．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

9．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 5,596円31銭
１株当たり当期純利益金額 333円34銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。


